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研究成果の概要（和文）：　本研究は、「島嶼地域型互助」慣習を福祉資源の観点から検証し、集落住民による
介護資源（介護互助）開発に向けて、安心・安全な地域再生モデルの開発評価を行い、島嶼集落の地域包括ケア
の一助とすることである。本研究により、住民の互助意識の高さが確認された。また、集落を離れたくないとい
う意識が健康意識やセルフケア能力の向上につながっていた。住民の自助力と互助意識の高さは、介護資源の地
域化において重要な人的資源となり得る。大和村では、大規模介護施設から集落へと拠点を移し、小規模多機能
居宅介護の形態による集落住民が主体となる新たな暮らしのための拠点づくり(集落長屋構想)の実現に向け検討
するに至った。

研究成果の概要（英文）：This study examines the custom of "Island community-style mutual aid" from 
the perspective of welfare resources, and develops and evaluates a safe and secure community 
revitalization model with the aim of developing nursing care resources (nursing care mutual aid) by 
community residents, and aims to contribute to comprehensive community care in island communities. 
This study confirmed that residents have a strong sense of mutual aid. In addition, their reluctance
 to leave the community led to improved health awareness and self-care abilities. Residents' 
self-help abilities and strong sense of mutual aid can be important human resources in the 
localization of nursing care resources. Yamato Village has moved its base from a large-scale nursing
 facility to the community, and is considering the realization of creating a base for a new 
lifestyle led by community residents in the form of small-scale multifunctional home care (the 
village tenement concept).

研究分野： 社会科学

キーワード： 島嶼地域型互助　生活互助　介護互助　地域包括ケア
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　医療・介護資源に乏しい島嶼過疎地域における地域包括ケアシステムの限界と可能性を提示することは、少子
高齢化の急速な進展と総人口の減少という一大転換期にあるわが国において、先駆的な意義を持つ。本研究で
は、互助と仲間力を活かした協働の地域づくりがヒューマン・エコシステムの開発につながることが確認でき
た。また、持続可能な介護サービス提供体制を目指すために、空き家を活用した地域共住拠点（集落長屋）と、
その周辺施設（診療所や社会福祉協議会）と連携した居住支援サービスを組み合わせ、住み慣れた集落の中で集
落住民が主体となり支え・支えられる形の地域包括ケアシステムの構築は、島嶼過疎地域の先行モデルとなり得
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 

 

１．研究開始当初の背景 

(1)島嶼集落に関する研究として、これまでに沖縄や奄美群島の島嶼（琉球弧）における高齢者の

生活とそれを支える福祉サービスとのかかわりを中心に社会福祉学的研究を行ってきた。その間、

離島における住民の相互扶助（互助）の根強さ、住み慣れた土地で生を全うしたいという地域福

祉的課題や離島ゆえの生活の困難さ、集落の基盤の弱体化の加速化などの地域的課題を明らかに

してきた。その結果、島嶼集落においては、保健・福祉のサービスの充実に加え、地域や集落の

維持と活性化が急務であるという認識に至った。 

 

(2)これまでの島嶼集落に関する研究の過程で、地域リハビリテーションに関する研究会を発足さ

せ、①伝統文化が根強く残る島嶼集落の地域文化を福祉資源の観点から掘り起し、②医療・介護

資源に乏しい地域において、安心・安全の要である介護資源（介護互助）の開発、③それを活か

した地域再生・活性化を地域リハビリテーションの方法を基に構想し実践するという着想に至っ

た。 

 

２．研究の目的 

(1) 本研究では、医療・介護資源に乏しい地域（奄美大島：大和村・加計呂麻島・請島・与路島）

における地域文化、結い・郷友会組織等の生活互助、自主防災組織等の防災互助に着目し、いわ

ば「島嶼地域型互助」慣習を福祉資源の観点から検証する。その上で、地域文化に融和する互助

習慣をもとに、元気高齢者しか地域で生活することができない島嶼集落の介護資源（介護互助）

開発に向けて、集落住民のエンパワメントを引き出し、安心・安全な地域再生モデルの開発評価

を行うことで、島嶼集落の地域包括ケアの一助とすることを目的とする。 

 

(2) 地域支え合い活動に着手している大和村、着手して間もない瀬戸内町（加計呂麻島・請島・

与路島）の地域住民の介護互助力の把握を行い、これらが地域福祉文化および地域づくり活動に

どのような影響を与えるのかを明らかにする。 

 

(3) 介護の地域化を主軸とした島嶼型地域医療福祉の実践モデル開発を意図し、地域住民および

施設職員を対象に介護教室を実施し、受講前後の介護効力感の経時把握調査を行うとともに、エ

ンパワメントの効果を明らかにする。 

 

(4) 「島嶼不利性克服型」ではなく、「島嶼有利性進展型」への変換を志向し、地域福祉文化と「島

嶼地域型互助」による島嶼集落の地域再生モデルの開発評価を行い、地域包括ケアを目指す社会

連帯ネットワークを構築する。 

 

 



３．研究の方法 

(1)大和村および瀬戸内町（加計呂麻島・請島・与路島）の地域住民の生活状況、福祉インフラ、

健康意識、介護効力感、介護互助の維持や活性化に必要な要因等を把握するために、地域住民や

保健福祉関係者を対象に聞き取り調査およびアンケート調査を行い、これらが地域福祉文化およ

び地域づくり活動に与える影響と関連について分析する。 

 

(2) 介護の地域化を意図し、地域住民等を対象に介護教室を実施、受講前後の介護効力感の経時

把握調査を行う。介護教室は調査対象地域ごとに実施し、アンケート調査については、大和村お

よび加計呂麻島では、介護施設職員と地域住民ごとに調査を実施、請島・与路島では、介護施設

がないため地域住民に調査を実施し、エンパワメントの効果について分析を行う。 

 

(3)大和村職員等（地域包括支援センター、介護施設、社会福祉協議会）と意見交換会を設け、「島

嶼有利性進展型」への変換を志向する中核概念を相互扶助（互助）とした「島嶼地域型互助」に

よる島嶼集落の地域再生モデルの開発評価を行い、地域包括ケアを目指す社会連帯ネットワーク

について検討する。 

 

４．研究成果 

(1）地域住民の生活状況等が地域福祉文化および地域づくりに与える影響と関連性について、聞

き取り調査と介護効力感に関するアンケート調査により検証した。地域に認知症のある人や介護

が必要な人がいる場合に、自分のできる範囲で介護に協力しようとする意識が高いという結果が

得られた。また、島嶼地域で生活する住民は、医療・介護資源が乏しいがゆえに、地域（島）を

離れたくないという意識が健康意識やセルフケア能力（自助力）の向上につながっており、健康

な高齢者が多く存在していた。これらの元気高齢者の自助力と互助意識の高さは、介護の地域化

において重要な人的資源となり得ることが確認できた。さらに島嶼地域においては、住民力に加

え、医療・介護職員の連携強化と医療・介護資源としての専門職の地域化が必要であり、これか

らの島嶼地域の医療・介護ニーズに対応していくためには、既存の医療・福祉サービスを有効に

活用できるよう、地域で実現可能なサービスの検討と、地域の保健・医療・福祉サービス提供者

および住民の互助力を活用した人的サービスのシステムの充実を図ることが重要であることが示

唆された。 

 

(2) 介護の地域化を意図して地域住民および介護施設職員を対象に介護教室を実施し、受講前後

の経時把握調査により介護効力感の変化およびエンパワメントの効果について検証した。アンケ

ート調査の結果、医療・介護サービスに乏しい島嶼地域の後期高齢者は、いずれの地域において

も、健康の維持には“心身の自立”が重要であると認識しており、その意識が自助力の根底とな

っていると同時に、他者とのつながりや対人関係も自助力の原動力となっていることが確認でき

た。住み慣れた集落で暮らし続けていくためには、自助に励むことを前提とした生活のなかで、

自助意識の中に互助意識が混在し、住民同士の双方向性の互助意識を含む健康観が醸成され、い



わば車の両輪の関係性を構築していることが示唆された。また、心身機能の個人差が大きい後期

高齢者に対する自助への支援には、フレイルの予防・早期発見を組み込んだ包括的な仕組みの構

築と、集団的アプローチのみならず個別的アプローチも含んだ仕組みの構築、およびそのバラン

スの検討も必要であることが示唆された。 

 

(3）一連の研究により、島嶼地域における地域包括ケアのあり方には、「島嶼不利性」克服型では

なく「島嶼有利性」進展型への発想の転換が極めて重要であり、そのためには、島嶼地域の狭小

性、孤立性、隔絶性という不利性から育まれた「互助」＝“結い”の土壌を資源として活用する

ことが鍵となることが確認された。つまり、島嶼地域の地域包括ケアは、介護サービス中心とい

う従来の「公助」に「互助」の参加を期待したシステムの構築ではなく、「互助」を中核とした「公

助」をつくり上げていくことであり、このことは、野口ら（2011）のいう「地域ケアとは、ケア

を地域で実践するのではなく、地域によるケア」につながる。そのためには、地域をよく知る高

齢者の「自助」の主体的参加を効果的に取り組むことも重要であることが示唆された。 
表1　奄美諸島の類型化と課題　　　　　　　

類型化 特徴 有利性 課題

島内での協働体制による
サービスの有機的連携へ
の期待

奄美大島
徳之島
沖永良部島

奄美市
龍郷町

大和村
宇検村

島内でのサー
ビス確保可能

少ないが島内
に医療職など
の専門職が存
在し，サービス
確保が可能・
公民館，各種
地区組織の存
在

○人口規模が大きい
〇本土型に類似
○保健医療福祉サービスは島内供給可能

○総人口少なく高齢化率高い
○保健医療福祉の基盤整備が弱いが
診療所があり，医師・看護師常駐
○島内に役場があり，保健師常駐
○ホームヘルパーの存在
○公民館や各種地区組織あり

出典：大湾（2011）『地域包括ケアシステム－その考え方と課題－』P111を基に作成．

島

1島1市町村型
（1島を１市町村とする島）

島内に役場・専
門職の存在

「公助」への期待

多島１町村型
（2島以上を1町村とする島）

奄美大島
瀬戸内町
（加計呂麻島・
請島・与路島）

公民館，各種
地区組織の存
在

「互助」への期待

1島多市町村型
（1島が2つ以上の市町村か
らなる島）

喜界島
与論島

○診療所があり，医師・看護師常駐
○島内に役場があり，保健師常駐
○ホームヘルパーの存在

○総人口少なく高齢化率高い
〇保健医療福祉の基盤整備が弱い
〇複数離島を有し，島外に役場がある
○公民館や各種地区組織あり

「互助」を期待するととも
に，島内での協働体制に
よるサービスの有機的連
携への期待

 
 

(4)島嶼集落の地域再生モデルの開発評価を行い、地域包括ケアを目指す社会連帯ネットワークの

検討を行った。大和村には村営の特別養護老人ホームが存在するが、老朽化の進行および介護マ

ンパワー不足もあり、将来的に介護サービスを十分に提供できなくなることが懸念されている。

そのため、介護サービスの提供体制を持続可能なものにしていくために、空き家を活用した地域

共住の拠点（集落長屋）と、その周辺施設（診療所や社会福祉協議会）と連携した居住支援サー

ビスを組み合わせることによって、住み慣れた集落のなかで集落住民が主体となって支え・支え

られる地域包括ケアシステムの構築を目指すプロジェクトが開始されたところである。 

 

＜引用文献＞ 

①野口美和子・大湾明美（2011）「沖縄から漕ぎだす「島しょ保健看護学」の船出 第 1回「島し

ょ保健看護学」の確立の必要性」『看護教育』52（11），942-947． 

②大和村 https://www.pref.kagoshima.jp/ah14/documents/88772_20211112182658-1.pdf 
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